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〔資料紹介〕
大学における広告教育
—その実態と分析—
冨山忠
はじめに
本稿で紹介せんとする「大学における広告教育の実態と分析」は，株式会
社電通が，昭和45年9月下旬～10月上旬に行なった調査結果に基づくもので
あって，電通広告問題委員会事務局の（昭和45年12月23日付）御承認を得て
掲載したものである。
この報告は公表された広告教育に関する実態調査としては，最もざん新か
つ最良のものではないかと思う。これが広告教育の進歩に寄与すること多大
であると信ずる。
本稿で取り上げた内容は，電通の報告書の内容と実体的には同一であるが，
項目の序列番号は，少し変更したことをお断りしておきたい。
なお，後段に附記したのほ，．ハワード教授（コロンビア大学経営大学院の
マーケティソグ教授一執筆当時）の広告教育論の紹介であるが，それに若千
の私見も加えたのである。
I 調査方法の概要
電通では，本調査の実施にあたって広告および広告関連科目を設置してい
る大学・学部・学科を探すために，各大学に依頼して学部別の「45年度講義
要項」を収集し，その中より広告に多少とも関係のある講座をすべてリスト
・アップした。それらの講座の担当教員全員と，さらに完全を期するために，
日本広告学会・日本商業学会・日本マーケティング・サイエンス学会の会員
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第 1表設置状況
大学数 広告講座(A)設置校数
(1) (2) I (1)に対する比率 (2)に対する比率
国立大学 75 63 2 (2. 7%) (3.2%) 
公立大学 33 22 3 (9.1%) (13.6%) 
私立大学 274 164 37 (13. 5%) (22.6%) 
計 382 249 42 (1. 0%) (16. 9%) 
注（1) 昭和45年度文部省発表大学数
(2) 文部省数字より医学，水産系などの大学を除いた大学数
と，日本新聞学会の会員のうちの大学関係者を対象にして郵送法に基づく調
査を実施した。
調査票発送数
回答数
回収率
調査期間
864 
439 
50.8% 
昭和45年9月下旬～10月上旬
回答数439のうち「広告を講義内容に取上げている」のほ 322人(73.3%) 
で，「広告の講義を全然行なつていない」が 117人 (26.7%）であった。なお，
後者のなかにほ「現在，海外留学中」，「現在，業界にいて大学では講義を行
なっていない」なども含まれている。また『回答数が439にのぽったことは，
日本広告学会の会員数が 337名であることと比べて本調査の結果は，ほぼ実
態を正しくとらえるだけの精度を有している』と電通は考えている。
I 広告講座の設置状況
本調査でいう広告講座とは，一般に広告論・広告概論・広告管理論・広告
論セミナー・広告デザイン論など広告そのもの，あるいは年間を通して広告
のみを扱う講義を意味する。（注：ここに講座とは，講義項目・科目と同義に使用
している）
1. 広告講座設置の大学数
この種の広告講座を設置している大学は， 42大学， 57学部（うち新聞研究
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広告関連講(B座)設置校数 重複する大(A)学＋は（B1)と数える
1(1)に対する比率 I(2)に対する比率 1(1)に対する比率 (2)に対する比率
32 (42. 7%) (50. 8%) 32 (42. 7%) (50. 8%) 
7 (21. 2%) (31. 8%) 8 (24. 2%) (36.4%) 
. 111 (40. 5%) (67. 7%) 114 (41. 6%) (69. 5%) 
150 (39. 3%) (60. 2%) 1541 (40. 3%) (61. 8%) 
所 2)であり，講座数合計は92講座である。
く内訳＞
国立大学
公立大学
私立大学
計
2校 2学部 2講座
3校 3学部 4講座
37校 52学部 86講座
42校 57学部 92講座
広告講座を設置した大学数の全大学数に対する比率は11.0％であるが，全
大学数から医学・水産など広告とは全く関係ない大学を除くと，その比率ほ
16.9％となる。国立大学・公立大学は合せて 5校にすぎず，広告教育のほと
んどは私立大学が担っている (8.1%）といえる。
広告講座設置校と広告に関連した講座を設置している大学の全大学に対す
る比率を第 1表に示した。
2. 広告講座設置の学部と購座名称
広告講座の設置を学部別に比較すれば，第 2表のようになり，学部群別に
類別すれば，第 1図のように示される。
講座内容において，すべて広告のみを扱っている講座の名称を，全大学講座
総数92を基数として比較すれば，次のようになる。
広告論 37(40.2%） 広告学 3(3.3%) 
広告セミナー 3
 
演習（広告管理論） 3 
40 (40) 大学における広告教育（冨山）
第2表広告講座設置学部別 第 1図広告講座を設置する学部群
学部名 設置数 比率
商 学 部 17 29.8% 
経済学部 11 19.3 
文 学 部 8 14.0 
経営学部 5 8.8 
社会学部 4 7.0 
芸術学部 2 3.5 
新聞研究所 2 3.5 
文芸学部 1 1.8 
法 学 部 1 1.8 
美術学部 1 1.8 
美術工芸学部 1 1.8 
商経学部 1 1.8 
教育学部 1 1.8 
産業社会学部 1 1.8 
外国語学部 1 1.8 
計 57 (100%) 
広告概論
ゼミナール
2
2
 
広告宜伝論 2 
商業美術論 2 
p R 論 2
その他各一つずつだが，下記のように多彩な名称がつけられている。
マーケティング各論（広告論）
特殊講座ー広 告 一
商業美術概論
アド・アート実習
意匠論特別講義
C M 研究
放送広 告
新聞学（広告論）
消費者・行動論
宜 伝広告論
広告調査
アド・クリニーティプ論
パッケージ •POP
放送研究
C M 理論
CM制 作 実 習
マス コミ特講
産 業心理学
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3.広告講座の取扱い方
広告諧座を一般科目とするか専門科目とするか，また必修科目か選択科目
かの選定にはカリキュラム論のほかに各学校の内部事情がからんで，決定的
な規範的な決定はできにくい。それらの論議は別として電通の実態調査でほ
下記のような結果が出た。 (92講座を基数とする）
般科目 4 4.3% 
専門科目 80 87.0 
不明 8 8. 7 
上記のように，広告講座の87％が専門科目としているが，広告関係学科を
設置している大学や美術系大学の一部では，一般科目として概論などを低学
年で受講させていることもある。
次に，必修科目か選択科目かについてほ，選択もしくは選択必修が82.6%
を占めている。
必 修 15 16.3% 
選 択 必 修 13 14.1 
選 択 63 68.5 
不 明 1 1.1 
4.広告諧座の配当年次と単位数
シーケンス一般論から考えて，広告講座ほ経営学やマーケティング論など
の後に配置されるのが適当とおもわれるが，電通の実態調査の結果にも，そ
れがよく表われていて，履修年次については，ほとんどが高学年に配当され
ている。
く内訳＞
1 年 2 2.2% 2 年 5 5.4% 
3 年 18 19.6 4 年 11 12.0 
2, 3年 1 1.1 3,4年 30 32.6 
2,3,4年 3 3.3 不 明 22 23.9 
次に単位数については 2/3近くが4単位として認めている。8単位(2.2%) 
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は，ゼミナールなどの場合であり，
採用している大学の場合である。
ここで注目されるのほ， 2単位19講座 (20.7%)の存在である。
ーディップリナリーな分析を必要とする広告研究を 2単位で終了するにほ，
あまりにポリ，ュームが大き過ぎるのではないだろうか。この事実は広告講座
が特殊講義扱いをされていた当時の名残ではないだろうか。』 と電通では述
べている。およそ学科の単位数は，その講座が当該学部のカリキュラムにお
けるウェイトや担当教員の時間的余裕など複雑な事情に左右されることが少
なくないので，単に学科の内容だけで規定できない事例もなくはない。しか
＇し教育効果を挙げるという基本線に沿う限り，電通の見解ほ正論といわざる
をえない。
訳＞
1単位というのは特殊なカリキュラムを
『インク
く内
1
2
4
8
不
単
単
単
単
位
位
位
位
明
1
9
2
2
8
 
1
6
 
1.1% 
20.7 
67.4 
2.2 
8. 7 
5.授業実施期間および受講生数
授業の実施期間は，通年講義が最も多いが，前期のみ，後期のみ，集中講
義の形態をとるのが13.1％になっている。
通 年 73 79.3% 
前期 3 3.3 
後
集
不
期
中
明
6
3
7
 
6.5 
3.3 
7.6 
受講学生の数は，広告講座の合計92講座のうちの判明分が13,873名である。
これに調査票の記入もれなどの不明分を加算すると年間に約15,000名の学生
が大学で広告講座を受講していると推計される。
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6.広告講座開設の年度および担当者
広告講座の設置された年度を集計すると以下のようになる (92講座を基数
とした）。
年 度 講座数 比 率
～昭和25年 1 1.1% 
26年～ 30年 4 4.3 
31年～ 35年 12 13.0 
36年～ 40年 ， 9.8 
41年～ 45年 46 50.0 
不 明 21. 7 
昭和41年以降に全広告講座の半数が設立されたことになり，昭和40年代が
開花期であるといえよう。昭和30年代は，マーケティソグ講座が各大学に数
多く設置された時代であって，本講座の基盤がほぼ成熟してきたわけである。
『したがって今後（マーケティング研究の旺盛傾向に照応して一筆者注）広告講座
開設の機運は非常に高い』と電通はいう。
開設の年度を比較すると，最も多く開設された年は昭和42年の17講座(18.5
％），次いで昭和44年と45年の 8講座 (8.7%），昭和43年の 7講座 (7.6%),
41年の 6講座 (6.5%）の順である。 ところで不明が20講座 (21.7%）tこの
ぼるが，これは現在の講座担当者が前任者より引き継いだとき，担当者自身
も開設の時期に不明であった事情によるものである。なお，調査結果に現わ
れなかったが，すでに戦前から若千の広告講座が大学に設置されていたこと
は事実である。
次に広告購座の担当者が，講座開設の当初から担当していたのか，途中か
ら担当したのかの質問に対して，下記のように67.4％が開設時から担当して
いたことが判明した。 『このことは広告講座の歴史が比較的新しいことを示
す』と電通ではみている。
く内 訳＞ （講座数合計92を基数とした）
開設時から担当 62 67.4% 
途中から担当 19 20. 7 
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不明 11 12.0 
7.広告関連講座の設置状況
本調査でいう広告関連講座とほ，年間を通して広告のみを扱うのではない
が，講義の一部で広告を取り上げている講座を意味する。マーケティング・
経営学・マスコミ論•新聞論などがその類である。こうした広告関連講座を
設置している大学は150校248学部あり，講座数合計は619である。
く内訳＞
国立大学 32校 43学部 75講座
公立大学 7 11 24 
私立大学 111 194 520 
計 150校 248学部 619講座
1. の広告講座と合計すると，広告を取り上げて講義している諧座数ほ，総
計 154大学（重複を除く）， 711講座となる。
また，年間を通してなんらかの形で広告についての講義を受ける学生総数
は約 112,000名になる。
この広告関連講座を設置している学部の比較は次のとおりである。
経済学部 50 20.2% 
文 学 部 36 14.5 
商 邑子 部 32 12.9 
経営学部 19 7. 7 
工 学 部 15 6.0 
法 学 部 11 4.4 
社会学部 ， 3.6 
教育学部 8 3.2 
教養学部 8 3.2 
政経学部 7 2.8 
家政学部 7 2.8 
その他の学部では，外国語学部・文芸学部・人文学部・学芸学部・芸術学
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部・美術学部・社会福祉学部・理工学部・農学部・文理学部・体育学部・文
家政学部・社会科学部などがある。これらの内容は類似していても大学の性
格・学科構成などでそれぞれの学部名が異なるわけである。したがって電通
では，性格の類似性から学部グループを構成し，広告関連講座を設置する学
部群を第2図に示した。
第2図 広告関連講座を設置する学部群
文芸学
人文学部
教養学部、など
広告関連講座の名称は第 3表に示した（比率は広告関連講座総数619を基
数とした）さらに性格の類似した学問をグループにまとめて広告論の隣接分
野として示したのが第 3図の広告関連講座群である。
第3図で示されるように，商学部・経営学部に設置される「マーケティソ
グ・阪売管理論」グループが216講座 (34.8%）で第 1位，以下，文学部・
社会学部などに設置される「マスコミュニケーション論•新聞学・放送論・
ジャーナリズム論」グループが 133講座 (21.5%),「心理学・社会心理学・
応用心理学」グループが68講座 (11.0%）とつづいている。
その他の講座については，各一講座ずつ合計35になるが，一応目を通して
おく必要上列挙すると，国立大学にみられた「現代ソビニト社会論」，「ソ連
経済学論」，「包装計画」である。前2者は，社会主義国家体制における広告
の扱い方である。公立大学では，その他として「財務管理論」で扱っている。
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第 3表広告関連講座の名称 第 3図広告関連講座群
名 称
マーケティング論
商業学総論
マスコミュニ
ケ会ーション学論
社心理
販売管理論
新 聞 学
商業経済論
社 会 学
PR（広報）論
市場調査論
放 送 論
応用心理学
応用社会学
流通経済論
ジャーナリズム論
）しヽ‘ 理 学
貿 易 論
デザイン論
商そ消（家費政経経品の済済学学） 他
講座数
101 
81 
59 
46 
45 
44 
40 
29 
19 
18 
17 
14 
14 
12 
11 
8 
8 
8 
6 
4 
35 
比率
16.3 
13. 1 
9.5 
7.4 
7.3 
7. 1 
6.5 
4. 7 
3.1 
2.9 
2. 7 
2.3 
2.3 
1.9 
1.8 
1. 3 
1. 3 
1.3 
1.0 
0.6 
5. 7 
私立大学では．その他として，「商業英語」，
「英語経済学」．「企業金融論」．「経営史論」・
「観光論」・「交通論」・「中小企業論」・「大
衆文化論」・「行動科学」・「社会病理」・「社
会福祉」・「都市社会論」・「視聴覚教育」．
「学習心理」・「情報化社会論」などがあが
った。
調査に現われた．この種の多様な講座が，広告をなんらかの形で教育して
いるわけである。 『広告論をあらゆる面において体系化されたサイニンスの
レベルにまで向上させるために広告プロパーの一層の努力が必要とされる』
と電通でほいう。
さきにも述べたように，広告は非常にインターディシプリナリーな研究を
必要とする。また『学部の垣根を超えて設置される広告論を学ぶ学生もある
ことゆえ．充実したカリキュラムの編成が要望される』という意見は．単に
電通のみの見解ではないとおもう。
8.広告講座の設置されている大学
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広告講座の教育内容
『大学教育における広告論は，徐々にではあるが，しだいに社会科学のージ
ャ‘ノルを形成しつつある。』 と電通はいう。そして『各広告講座の担当者が，
どのような内容を盛込んだ講義を進めているかを明らかにすることは，さら
に一層充実した広告講座を形成していくためにきわめて意義がある。』 と考
えている。
数多くあげられた内容を，電通では第 4表のカテゴリーに分類して集計し
た（広告講座担当者数56を基数とした）。
第4表広告講座の主たる講義内容
（広告講座担当者56を基数とした比率）
第1位の「広告表現」
にほ， デザイン・コピー
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そ
現戦略といった内容が中
心である。第 2位の「広
告の機能」では広告の経
済的・社会的機能・経済
・文化システムにおける
広告の位置づけ，広告と
現代社会といったマクロ
的分析を中心としている。
「広告効果」では，広告
の社会の社会経済的効果
測定，ー企業活動として
の広告効果の測定，心理
的効果測定，広告調査な
どがあげられている。 『広告計画』では，広告キャ‘ノペーン，広告企画など
が主である。第 5位の「広告媒体」では，各種広告媒体論，メディア・ミッ
クス，媒体戦略などを取り上げている。
もし，現在の広告教育の関心を示す上位5位を広告管理という枠組みでと
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られることができるならば，日本の広告論は「広告管理論」を中心として構
成されているといえよう，と電通では述べている。
ここに教育内容について，筆者の私見を述べてみよう。
およそ，教科の名称は，商品のレッテルの如く名称だけで判然とわかるも
のだけではない。とくに新興科学については過去の伝統的認識過程に依存す
ることなく，独創的に形成せざるをえない場合が多い。いま一つ厄介なこと
は新設科目に対しては，権威主義教育思想・学内の権力関係・担当者の負担
能力等の相乗作用によって，理想的な内容も可能的内容に屈服せざるをえな
いことすらある。従って，広告に関する教育内容が充実するにほ，なお若千
の年月が必要だとおもう。
w 広告教育の諸問題
担当科目について，広告教育上の問題点，また，今後の改良点として現在
思考されることを質問した結果，次の回答をえた。
1. カリキュラム・授業内容・方法 18.1% 
2.新しい研究テーマの開発 15.0 
3. 広告理論の一層の充実化 11.8 
4. 資料・事例研究・教材・文献 9. 7 
5.広告の倫理面について 5.6 
6.広告の実践的教育 4. 7 
7. 企業の広告活動の現状 2.5 
8.その他 5.6 
9. 特になし 6.6 
上の結果によって，多くの広告担当教員ほ「カリキュラム・授業内容・方
法について」を問題としており，第4位にランクされている「資料・事例研
究・教材・文献」とあわせて，これらの問題が最大の関心事であることがわ
かる。
まことに，教育の内容と方法の問題は，ひとり広告教育上の問題にとどま
らず，多くの教科に伴う重大問題であって，それを意識する者，改善を意図
大学における広告教育（冨山） (53) 53 
する者にとっては，カリキュラムの革新，大学の教育姿勢・教育の態様など
に連らなる大きな「大学問題」として考えていかねばならぬと筆者はおもう。
さて上記問題点を個別的に取り上げると，第 1位の「カリキュラム・授業
内容・方法」については．広告論を独立させたい，広告論を設置したい，と
いう意向が最も大きく，そのネックとしてほ．広告担当専任教員の不足．ぁ
るいほ，他の教員の「広告論」への認識の欠如により講座を設置できないこ
とを多くの教員があげている。また広告各論の講座をもっと増加したい．セ
ミナーを増やしたい，特にデザイソ・表現の広告講座を設置したいという意
向が大であった。また，広告論を体系的に講義するために他の関連科目（経
営学・マーケティング）とともに一貫したカリキュラムを編成し，広告論を
孤立して扱わず，学部を構成する重要な科目にしたいという要望もあった。
2単位あっかいの大学でほ，授業時間の増大を要求した。
授業内容・方法では，学生に経済学・心理学・統計学・数学・英語などの
力を要求するといった応用学問としての広告論の特色を説明する意見もみら
れた。
第2位にあげられた「新しい研究テーマの開発」では．コンシューマリズ
ムと広告，広告代理業の媒体手数料と広告主の関係の再検討， トータル・ア
ド・プラソニングのとらえ方，国際広告，農産物マーケティソグと広告，広
告とコソビューター利用，広告効果についてのマクロとミクロのモデルなど
があげられた。第 3位の「広告理論の一層の充実化」では．科学的体系とし
ての広告学を樹立するといった広告の学問的体系の確立をあげている。第4
位の「資料・事例研究・教材・文献」では，ケース・スタディ用の広告主の
資料，広告教育用の視聴覚設備（映画・スライドなど）の要望が強い。第 5
位の「広告の倫理面について」では，業界の自主規則の方法，誇大・虚偽広
告，広告公害をあげている。また，広告倫理と広告業界の実態とのくい違い
が教育上困るという意見もみられた。第6位の「広告の実践教育」では，広
告活動の実践面を把握させる機関がない，クリエーティブ関係の実践講座が
少ないという意見もみられた。
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V 広告講座担当者の諸状況
広告講座を担当している教員および関連講座の一部で広告を取上げて講義
している教員に対して，その身分•海外での広告研究経験・産業界での経験
・広告研究上の主たるテーマ・広告産業界への要望・意見などを質問した結
果は次のとおりである。 （以下の数字は広告講座・広告関連講座の担当者合
計322名を基数とした比率である）。
1.専任教員と非常勤講師
わが国における広告講座担当の教員の実態を調査した結果は，第5表のと
おりである。
第5表 教授・助教授・講師担当講座数
教 員 身 分 担当講座数
教 授 21 
助 教 授 ， 
専任講師 15 
非 常動講師 46 
＊不明講師 1 
計 92講座
＊大学の事情により専任か非常勤か
判明できない。
教員身分 人
教 授 16 
助 教 授 7 
専任講師 6 
非常勤講師 26 
不明講師 1 
計 56 
日本には広告講座担当教員は何名いるのか第 5表の重複分を除いた正味の
数で示したものが上記右表である。
調査結果から判明した，わが国の広告講座を担当している教員は総計56名
である。このうち非常勤講師が26名でほぼ半数を占めている。そこで広告講
座を支えている非常勤講師の本務を調べて，第4図の結果を得た。
下図のように，広告講座の教員総数56名のうち21名が現在実務にたずさわ
っていることになり，大学の広告教育の業界依存度は非常に高い。
『広告教育を充実させるためには，この非常勤講師依存度をどのように処理
していくべきか，専任教員をどのように増やしていくべきか，それには大学
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第4図非常勤講師の本務
K学の教員| 5名
(55) 55 
一色 17名 （注） 他大学の教員5名というの・
I 
I 1名
2 名
1名
（会社名から判断
できないもの ） 
は本務校（教授，助教授，
専任講師の身分あり）では
広告講座を担当せず，他の
大学で非常勤講師として広
告講座を担当しているもの。
本務校に広告講座がないた
めという理由が主。
の広告講座設置数がたりないという問題がある。また教員の養成機関として
の大学院において博士課程まで広告コースの完備されたものが，まことに不
十分といわざるをえない状態である。』 と電通はいう。
2.海外での広告研究の経験
戸 l27.3%［:t：二二：：として研究
一会社で広告の実務を経験
広告研究のため海外広告事情を視察
| tよい 62.4% 
I記入なし |10.2%
20.5% 
45.4% 
13.6% 
48.9% 
回答者のなかには，海外に研究・視察に出かけているが，それは広告研究
以外の目的で行っているのでビ五〗と答えている場合が若干あるので，海
外での研究経験は，ほぼ 3割に達するとみられる。
3.産業界での経験
第5表および第4図で明示されたように，広告講座の担当教員の構成ほ業
界人に負うことが多大である。次に広告講座・広告関連講座を合わせて，そ
れを担当する教員の非常勤講師のうちで現在，業界に席をおくものと，現在
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は専任教員であるが，かつて業界に席をおいた経験者との比率を，勤務した
業種別に示する第6表のようになる。
第 6表実務経験者出身業種
兼務(A) 者専任教員（B)の前職 実務(A)経験者
+(B) 
広(査P告会R会社代社を理，含調む業） 21 (51. 2%) 5 (6. 0%) 26 (20. 8%) 
新 聞 社 9 (22.0%) 22 (26.2%) 31 (24. 8%) 
放送会社 3 (7.4%) 7 (8. 3%) 10 (8. 0%) 
研 究 所 1 (2.4%) 6 (7.1%) 7 (5. 6%) 
団 体 1 (2. 4%) 18 (21. 4%) 19 (15. 2%) 
商社（広告主） 4 (9. 8%) 17 (20.2%) 21 (16. 8%) 
コンサルタント 2 (4. 8%) 3 (3.6%) 5 (4.0%) 
通 信 社 0 (-）  4 (4.8%) 4 (3.2%) 
公 務 員 0 (-）  2 (2.4%) 2 (1. 6%) 
計 41 (100%) 84 (100%) 125 (100%) 
（注） 「兼務者」は現在産業界に勤務している非常勤講師，
「専任教員の前職」は，かつて産業界に勤務し，現在
大学に席を置いているものを意味する。
広告関連講座に関係ある業種ほ，過去においては新聞社であり，現在は広
告代理業といえる。 『新聞社の経験が現在と過去とで逆転していることに注
目されたい。』『マーケティング時代とマス媒体の発達によって急速に成長し
た広告代理業の性格が広告教育の上にも影響をおよぽしているようである。』
と電通はいう。
4. 広告研究上の主たるテーマ
各大学で広告講座もしくは広告関連講座を担当する教員は広告研究の面で，
現在どういった問題をテーマにしているか， 3つ以内で回答してもらった。
その回答ほ，今後授業内容や研究対象の認識にひ益するところ大であると考
えられた。以下，回答の多い順に列挙する。
広告管理 20.8% 広告効果（測定） 19.3% 
広告の機能 9.9 
マーケティングと広告 8.4 
広告の倫理
広告の関連諸科学
9.3 
8.4 
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広告の種類 5.0 広告の歴史 4.3 
p R 3.4 広告の諸理論 3.4 
競争 と 広告 1. 9 現代社 会と広告 1.6 
そ の 他 6.2 特 に な し 27.3 
なお各テーマの含む具体的内容を示すと次のとおりである。
第1位の「広告管理」では，広告媒体・広告表現・広告費・広告予算・広
告計画・広告産業・広告組織などを含む。
第 2位の「広告効果（測定）」では，広告のマクロの効果測定，広告のミク
ロの効果測定などである。 「広告の倫理」では，広告倫理・広告法規・広告
行政などがあげられている。・「マーケティングと広告」では，マーケティン
グ・ミックスと広告。広告と物的流通，バッケージング・七ールス・商品計
画・阪売促進・ネーミングなどが主なものである。
「広告の関連諸科学」では，消費者行動論・マスコミュニケーション論，消
費者心理・シンボル論・ヒューマン・ニコロジーと広告・行動科学方法論・
システム論などである。
「PR」では， PRの理念・バプリシティ。 「広告の諸理論」では広告経済
論・広告心理学・計量広告論・広告の一般理論・広告未来学などがあがって
いる。
5. 広告産業界への要望
広告教育上，広告産業界に要望したいことを質問した結果，次のような回
答が得られた。
広告倫理 19.6% 
広告教育および広告研究のための大学への支援 11.2 
広告関係資料・データの提供 11.2 
産学共同研究の必要性 3. 7 
広告教育・研究のための施設の開設 3. 7 
広告研究の姿勢と課題 3. 7 
広告産業の発展と近代化 2.8 
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広告主の広告活動
広告専攻学生への理解と支援
広告の p R 
その他
2. 5 
2.5 
1.2 
5.3 
特になし 6.8 
上記の主要項目の具体的な内容をあげてみる。 「広告倫理」については，
誇大広告・低俗広告の自粛，広告倫理の普及・実践，日本でのBBB活動の
活澄化などがあげられている。
「広告教育および広告研究のための大学への支援」については，大学へ広告
論講座を寄付してほしい。広告代理業において広告技術の実習指導をしてほ
しい。広告関係協会からの奨励資金の設置，各種団体の研究会に教員の聴諧
を認めてほしい。ケース研究に協力してほしい。業界から非帯勤講師の派遣
などがあげられている。
「広告関係資料・データの提供」についてほ，各種広告データ（広告媒体デ
ータ・広告予算データなど）の提出ないし公開，定期刊行物を送ってほしい，
などがあげられている。
「産学共同研究の必要性」については，業界と学界の一層の交流（共同研究
や教員の実習）の必然性が指摘されている。「広告教育・研究のための施設」
の開設については，基礎研究的な広告教育機関の開設，広告センターの設立，
広告図書館の設置とその充実』産学協同の形で恒久的な広告専門学校の設置
などをあげている。 「広告研究の姿勢と課題」では， トップ・マネジメント
がもっと広告を理解すること，短期的な問題を追求するのではなく長期的視
点から広告研究を眺めることなどをあげている。「広告産業の発展と近代化」
では，広告産業の発言力強化，自主性を高める，広告部の特殊部落的発想を
やめることなどをあげている。
『以上の意見からわかるように，広告論を実り豊かな学問にしていくには，
大学人の努力と業界の努力が密接に互いに協力しあって進んでいかねばなら
ない。業界への要望として広告の倫理面を強調する意見が多かったが，これ
は広告の社会的・経済的機能を誤用しているのが広告業界であるという大学
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人側の業界批判とも考えられよう。』 と電通はいう。なお，業界に対し，広
告講座の寄付を要望する声も少なくないが，これに関しては福岡大学と西南
第 7表広告関係資料
出
版
社
発
行
広
告
代
理
業
発
行
媒
体
社
発
行
プレーン 新聞研究
宣伝会議 団
マーケティングニュース
アイデア
体
アドコン・レボート
コマーシャルフォト 全広連報
セールス・マネジャー
協 新聞経営
近代経営 会 新聞協会報
経済評論
発 JAA（日本広告主協会）
総合ジャーナリズム
行
広報
言語生活 民間放送
マーケティングと広告 日経広告研究所報
電通報 NHK文研月報
クリエティビティ 研 民放連放研資料
協和アドレビュー
九クと
放送文化
電通広告年鑑 放送学研究
万年社広告年鑑 所
日本新聞年鑑
発
万年社 ADReport 
＊電通広告論誌 イ9-丁
万年社広告論叢
＊広告（博報堂）
朝日新聞広告月報 社会学評論
朝日新聞広告統計月報 心理学評論
TBS調査情報 学 一橋大ビジネスレビュー
YTVレポート 組織科学
＊サンケイアドマンス 界
リー
日経広告手帖 関
NHK年鑑
MBCクオータリー 係
NHK調査資料
放送朝日
調査結果に表われたもののみをまとめたものである。
＊すでに廃刊。
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学院大学の広告論は福岡広告協会の寄付講座であるケースもみられた。今後，
各地にこうした動きの現われることが期待される。
VI 広告の研究・教育に役立つ定期刊行物
他の学問に比較して歴史的に浅いことも影響してか，広告関係の定期刊行
物は多くないが，研究資料としてあげられた上位11誌（紙）は次のとおりで
ある。
A.国内の定期刊行物
1. マーケティングと広告
3.宜伝会議
5. クリニティビティ
7.電通広告年鑑
9.朝日新聞広告統計月報
22.0% 
9.3 
5.0 
2.2 
1. 9 
1.朝日新聞広告月報 1.6 
2. プ レ ン＇ 17.1% 
4. 電 通 報 7.8 
6.協和アドレビュー 2.5 
8. ア イ デ ア 1.9 
10. 日経広告研究所報 1.6 
その他にも広告研究・教育上の参考となると思われるものがあるので，前
記の11誌（紙）と合わせて第7表にまとめてみた。
第7表をみると資料として貴重なもののなかには一般商業雑誌以外に市阪
されないため一般人に利用できぬものも多い。広告を研究する教員や学生か
ら，この種資料の自由活用を要望する声も大きかった。現在2~3の広告関
係図書を集めた機関があるが，さらに一層拡大充実した総合広告図書館の設
立が期待される。それを大学図書館に期待することは現時点では困難である。
限られた図書予算では，歴史的に浅い学問や講座の少ない分野にほなかなか
分配されないという事情がある。
B.海外の定期刊行物
1. Jouroal of Marketing 
2. Journal of Advertising Research 
3. Journal of Marketing Reseach 
4. Advertising Age 
16.1% 
13.0% 
10,2% 
9,3% 
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5. Marketin g Communication 8.1 % 
以上5誌が主に多くの研究者に読まれているようである。
さらに研究上役立つものを若千列挙する。
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Harverd Business Review, Journal・ of Applied Psychology, Journalism 
Quarterly, Media/Scope, Fortune, Communication Arts, Editor & Publisher, 
Public Opinion Quarterly, Sales Management, Broadcasting, Graphics, 
Industrial Marketingなどがあがっている。
調査にあらわれた国内，海外の広告研究に役立つ資料をみると，国内の場
合は上位5誌（紙）の発行元は主に広告代理業と商業出版社系である。海外
の場合には， Journalof Marketing と Journalof Marketing Research ほ
AMA（米国マーケティング協会）発行， また， Journal of Advertising 
Researchは ARF（米国広告調査財団）発行というように協会，団体が広告
研究上に非帯に貢献している。わが国の場合とほいささか事情が異る。こう
した面からも日米の広告研究の環境の差をみることができるであろう，と電
通はいう。
VJI ハワード教授の広告教育論
ここに紹介するのほ， J.A．ハワード著「マーケティングー経営者と購買
(1) 
者行動」のなかの教育論（広告）を要約したものである。
ハワードの教育方法論を概括していえば，知識習得学習の指導方法と，認
識的理解学習の指導方法を教授過程の基本路線とし，問題提起・問題解決と
いう一連の指導形態を展開させることにあると思う。
そして，それら一連の教授方法を，「組織理論」との関連で開示するところ
に，その広告教育論の特徴がある。
ハワード教授は，『組織理論の（教育的一筆者注）目的ほ，組織的事実の意味
を把握するに役立つことである。』『組織理論からのコミュニケーション・ネ
(1) John A. Howard. "Marketing: Executive and Buyer Behavior (New York, 
Columbia University Press), 1963.三浦一訳「新しいマーケティングの理論」一経
営者と購買者行動一
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ットワークの概念は，広告活動やその他の活動を関係づける明白な方法を提
(2) 
供している。』 という。 9
上記の見解を学習指導（教授）形態に翻案すると，前者は学生の知識習得
を援助するための解釈学的指導形態であり，後者は学生の自主的理解を援助
するための開発主義的指導形態である。
ところで，「組織理論」の内容は，必ずしも広告学で復習するに及ばず，「経
営学」または「経営管理」等の教科の履修によって習得できるのである。し
かし組織理論と広告との関連性の学習は，たとい「経営管理」の学習過程で
総論的に概括的に知りえたとしても，それが実のりある理解（認識的習得）
に到達するとはかぎらない。もし広告技法の伝達（注入）に終始することを
大学教育として不十分とするならふ原理と技法との相関関係へ学生が自主
的に認識的努力をなすように指導する必要がある。，それは単なる伝達作業で
はなく，開発的指導でなければならない。
次にハワードは，『組織理論の基本問題ほ，環境変化に適合させながら， 目
標志向的方法で，合理的に全社的な行動をとるように企業の活動を調整する
(3) 
ことである。』『広告は，他のマーケティング戦略要素（価格戦略・経路戦略
・販売促進戦略など一筆者注）とか，フィードバックとか計画案によって，
(4) 
いかに調整されるか，の問題を提起する。』 さらにほり下げて『広告決定の
基礎である目標はなにか』 『なにを目標とすべきか』の問題をも提起するこ
とになると述べている。そうした一連の問題意識の喚起ほ，まさに広告教育
のプロパーな領域というべきであろう。
さて上述の見解から看取されるように，ハワードの組織理論ほ，「組織構成
員の心理学的社会学的性格を強調する組織理論を問題としている」（訳者まえ
がき）きらいがないでもないが，もし，「組織理論が，経営者の意思決定に作
用する組織構造の影響を問題とするならば，その影響要因として，人間の知
覚的性格・組織目標と個人目標および組織のコミュニケーション・ネットワ
(2) ハワード著前掲書 p.289. 
(3) ハワード著前掲書 p.19. 
(4) II II p. 289. 
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ークなどの問題を取り上げる」ことを不当とは言えぬであろう。したがって，
広告教育において，広告活動の意思決定に作用する知的あるいは感覚的偏見
や硬直に，また意思決定の行なわれる部署やその結果的成果に検討を加える
ことほ無意義ではないと思う。
ところで前述の諸問題を解決する方法については，どのように指導するか。
，，ヽワード教授ほ『経営者の意思決定の科学的展開は，オペレーションズ・リ
サーチ，ベイジァン決定理論，市場ヽンミュレージョソ，市場実験，マーケテ
ィング情報システムなどである。』 といい，さらに『経営者意思決定の問題
を経営者の分析的決定の判断基準として展開する。これが経営者の選択原理
・購買者行動の原理・市場測定の原理・探索の原理・統制の原理・組織原理
(5) 
などである。』 と説明している。
さきに掲載した電通の実態報告（本稿の第 3章）の「広告講座の教育内容」
において『大学教育の広告論は，次第に社会科学のージャンルを形成しつつ
ある』と述べているが，そうなれば，広告学のイソターディシプリナリーな
研究をふまえて教育する重要性が一層注目されてくるであろう。
とくに購買者の行動原理については，充分に研究させる必要がある。これ
に関して，ハワードの見解を要約して述べてみよう。
広告学において，購買者行動局面の指導には，購買者の条件反応も事実か
ら推定せんがために，『購買者は，広告費・媒体・広告掲載の頻度およびコピ
- （文案一筆者注）の種類などに，いかに反応するか，なぜこれらの反応が
(6) 
起るか，について認識的努力をするように学生に推奨することである。』
しかし不幸にして，購買者の広告反応については信頼できる資料に乏しく，
市場調査の資料にも相当の誤差を免れない。そこで一層基本的分析レベルま
で降下して，購買者行動の時制的次元に注意した，いわゆる購買者決定過程
を思考させることである。この場合，広告に表現される剌激の類型を組み入
れた購買者決定過程を解説する組織的で厳格な理論的根拠を学生に提供する
ことが望ましい。
(5) ハワード著前掲書（訳者まえがき） pp.3-4. 
(6) ハワード著前掲書 p.290. 
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なお，『以上の指導に採用する理論ほ，基本的な有効なもの一つだけを選定
することである。数個の理論を併用することは，難航路を運航するにも等し
い不快な仕事に教師は直面するであろう。もちろん，説明を補充するために
(7) 
諸種の理論を部分的に利用することは差しつかえないが』と説明している。
いま一つの難コースは，解説の包括性に関してであると，ハワードは次の
ようにいう。
『解説の包括性は，①広告剌激に限定すべきか，②影響という広範な幅を組
み入れるべきか，⑧他の刺激（製品・価格・七ールスマン等）を考慮せずし
て購買者行動の有効な説明ができるか，④諸種の刺激は相関関係があるので，
その一種の刺激だけを利用することほ｀むだではないのか等々の問題を内包
(8) 
する』と。
叙上に展開されたハワードの教育方法論は，要するに「広告管理」を対象
として，有効な問題を適切に提起し，問題解決を志向して，計画的目的意識
的指導形態を導入するという，まことに意欲的な性格のものと言えるであろ
う。それは，単に「教育と研究」の負荷関係から無作為的に派生するマソネ
リズムな注入教育とは類を異にするものと思うのである。
(7) ハワード著前掲書 pp.291-2. 
(8) ハワード著前掲書 p.292. 
